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はじめに 

１ 「国分寺市障害福祉サービス等支給決定基準」について（概要） 
 「国分寺市障害福祉サービス等支給決定基準」（以下「サービス等支給基準」という。）は、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス、地域移行支援、地域定着支援及び計画相談支援並びに児

童福祉法に基づく障害児通所支援及び障害児相談支援（以下「障害福祉サービス等」という。）の支給決定にあたり、支給

対象者、支給期間、支給量、留意事項等について定め、支給決定過程を示すことにより、国分寺市（以下「市」という。）

における障害福祉サービス等の支給を公平かつ適正に行うことを目的とする。 

 各サービスを利用するにあたり、市に支給申請があった場合には、このサービス等支給基準により決定等を行うものと

する。 

 

２ サービス等支給基準が対象とするサービス 
【障害福祉サービス】 

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第１項に定める「障害福祉サービス」をいう。以

下同じ。） 

介護給付 訓練等給付 

① 居宅介護、②重度訪問介護、③同行援護、④行動援護、 

⑤療養介護、⑥生活介護、⑦短期入所、 

⑧重度障害者等包括支援、⑨施設入所支援 

① 自立訓練（機能訓練）、②自立訓練（生活訓練）、 

③宿泊型自立訓練、④就労選択支援、⑤就労移行支援、⑥就

労継続支援Ａ型、⑦就労継続支援Ｂ型、⑧就労定着支援、⑨

自立生活援助、⑩共同生活援助 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域移行支援・地域定着支援 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく計画相談支援 

 

【障害児通所支援】 

児童福祉法に基づく障害児通所支援 

①児童発達支援、②放課後等デイサービス、③居宅訪問型児童発達支援、④保育所等訪問支援 
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児童福祉法に基づく障害児相談支援 

 

３ サービス等支給基準で定める内容 

このサービス等支給基準においては、各サービスに関する①サービス内容、②支給対象要件（支給対象者）、③支給期間、

④支給量、⑤支給にあたっての留意事項（支給決定にあたっての条件等）について定めるものとする。 

 

４ サービス等支給基準の根拠 

 このサービス等支給基準は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、同法施行令及び同法施行

規則（以下「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等」という。）並びに児童福祉法、同法施行令

及び同法施行規則（以下「児童福祉法等」という。）その他の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律等及び児童福祉法等に関連する厚生労働省令（各種基準等）や厚生労働省通知（各種事務連絡）、「介護給付費等に係る

支給決定事務等について（事務処理要領）」等に準拠する。 

 このサービス等支給基準を運用するにあたって、疑義が生じる場合には関連法令や関連事務連絡等を参照し、適切に支

給決定等を行うものとする。 
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障害福祉サービス編 
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Ⅰ 支給申請前及びサービス等利用計画案作成にあたっての留意事項について 
１ 障害福祉サービス及び地域相談支援給付に係る障害種別ごとの前提条件について 

障害福祉サービス及び地域相談支援給付の支給決定を行うにあたり、その利用希望者は、障害種別ごとに次の条件を満

たす必要があるため、下記に定める確認方法等で申請できる対象者であることの確認を行うものとする。  

障害種別 対象者 確認方法など 

身体障害 身体障害者手帳を有する方 各手帳を確認する。 

知的障害 

愛の手帳（療育手帳）を有する方 

愛の手帳（療育手帳）を有しない場合で、知的障害者更生相談所

の意見により、知的障害を有することが確認できた方 

市へあらかじめ相談していただく。 

精神障害 

精神障害者保健福祉手帳を有する方 手帳を確認する。その際、手帳の有効期

限に注意する。 

精神障害を事由とする年金を受給中の方 年金証書など、年金や給付金を受けてい

ることを証する書類を確認する。 精神障害を事由とする特別障害給付金を受給中の方 

自立支援医療受給者証（精神通院医療に限る）を有する方 自立支援医療受給者証を実際に確認す

る。その際、受給者証の有効期限に注意

する。 

医師の診断書（主治医が記載し、国際疾病分類 ICD-10 コードを記

載するなどにより精神障害者であることが確認できるもの）を提

出した方 

当該診断書（写し可）を確認したうえで、

市へ提出していただく。 

難病患者等 

登録者証（指定難病）、医師の診断書、特定医療費（指定難病）受

給者証等により、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律施行令に規定する疾患（巻末資料№１）にり患し

ていることが確認できた方 

登録者証（指定難病）、当該診断書、特

定医療費（指定難病）受給者証等（写し）

を市へ提出していただく。 

上記以外の方 必要に応じて、市へ相談していただく。 
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２ 申請からサービス利用開始までの基本的な流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支給決定案が非定型基準の場合には、審査会の意見を聴取

し、支給決定の要否について決定する。 

ケースワーカー等で構成される課内会議。計画案等を踏ま

え、支給決定の要否について協議する。 

11 判定会議 

12 支給決定・支給決定内容の通知 

13 サービス等利用計画の作成・サービス利用開始 

10 審査会の意見聴取（非定型基準） 

６ 市町村審査会（二次判定） 

７ 障害支援区分の認定・申請者への通知 

９ 支給決定案の作成 

８ サービス等利用計画案の提出 

３ 障害支援区分認定調査（80 項目調査） 

２ サービス等利用計画案の提出依頼 

１ 申請 

５ コンピュータ判定（一次判定） 

４ 医師意見書 

「４医師意見書」「６市町村審査会」「７障害支援区分の認

定」は、介護給付（同行援護については区分３以上支援加

算の決定が必要な場合）及び訓練等給付（共同生活援助の

利用を希望する場合であって市が障害支援区分の認定を必

要とした場合のみ。）について行う。 

医師意見書の請求は、市で行う。 

本人又は障害児の保護者が希望した場合にのみ、セルフプ

ランの提出を認めるものとし、それ以外は、相談支援専門

員が作成した計画案とする。 
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３ サービス等利用計画案の作成にあたり 

 

（１）支給基準について 

 このサービス等支給基準では、各利用者への支給決定を行うにあたり標準となる考え方を示すが、サービスにより基準

となるサービス量を、１ヶ月あたりの具体的な日数や時間数で決めている場合と、「単位」と呼ばれる報酬単価に基づい

て定めている場合がある。また、複数のサービスを併用する場合に、当該サービスのみで考えることができる場合と複数

のサービスを合算してサービス等利用計画案を作成する場合とがある。 

 

① 具体的な量で支給基準を定めるサービス 

同行援護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、宿泊型自立訓練、就労選択支援、就労移行支援、就労継続

支援 A 型、就労継続支援 B 型、就労定着支援、自立生活援助、共同生活援助、療養介護、生活介護、短期入所、施設入

所支援 

 

② 単位により支給基準を定めるサービス                 

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援 

※二人体制で介護をおこなう場合 

 二人の介護者により居宅介護、重度訪問介護又は行動援護を行うことについて利用者の同意を得ている場合であって、 

次の（ア）から（エ）までのいずれかに該当する場合とする。 

 （ア）障害者等の身体的理由により一人の介護者による介護が困難と認められる場合 

 （イ）暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合 

 （ウ）熟練した重度訪問介護従業者による同行支援の必要性が認められる場合 

 （エ）その他障害者等の状況等から判断して、（ア）（イ）に準ずると認められる場合 

 

（２）支給上限の考え方 

 各サービスにおいて基本となる支給上限量を設定するが、具体的な量で支給基準を定めるサービスについては、サービ

スごとにそれぞれ定められている支給上限量の中で支給量を決定することを基本とする。 

他方、単位により支給上限量を定めるサービスについての取扱は次のとおりとする。 
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① 各サービスを単独で使う場合：それぞれのサービスで決められている支給上限量を採用し、その範囲内において支給量 

を適切に決定する。 

 

② 複数のサービスを利用する場合 

⇒併給するサービスのうち、具体的な量で支給基準を定めるサービスについては当該サービスのみで支給量を検討する。

単位により支給基準を定めるサービスについては、併給するサービスのうち支給上限量が高い方のサービスの支給上

限量（支給基準単位）を採用し、その中でサービス全体を調整する。 

 

例：居宅介護・重度訪問介護・短期入所を併給する場合 

⇒具体的な量で支給基準を定めている短期入所は、短期入所のみで必要な支給量を検討する。 

    単位により支給上限量を定めている居宅介護・重度訪問介護は、重度訪問介護の支給上限量を上限として居宅介護・

重度訪問介護の必要な支給量を検討する。 

 

（３）サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の様式について 

 障害福祉サービス、地域移行支援及び地域定着支援を利用する際のサービス等利用計画並びに障害児通所支援を利用す 

る際の障害児支援利用計画は、国が示した様式例を市の定める様式（以下「市様式」という。）とし、それを用いて作成 

するものとする。ただし、障害者並びに障害児及びその保護者が、自身による当該計画の作成（いわゆるセルフプラン） 

を希望した場合には、当分の間、市様式を用いて作成することとするが、記述内容については市と調整を行い、決定する 

ものとする。 

 

４ 自立支援給付（障害福祉サービス）と介護保険制度との適用関係について 

（１）自立支援給付（障害福祉サービス）と介護保険制度との適用関係について 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第６条において自立支援給付とされている障害福祉サー

ビスについては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第７条に基づき介護保険制度の適用を優

先するものとする。ここでいう「優先」の意味については、厚生労働省通知である「障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について（平成 19 年３月 28 日付障企発

第 0328002 号、障障発第 0328002 号）」において、国の考え方が示されており、この通知に沿って両者の適用関係を考え、
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本人の生活状況及び障害福祉サービス、介護保険サービスその他福祉サービスの提供事業所の状況などを総合的に勘案し、

適切に支給決定を行うことを基本とする。 

 

（２）障害福祉サービス固有のサービスについて 

 障害福祉サービスをはじめとする自立支援給付と介護保険制度との適用関係については、上記(１)で示すとおりである 

が、障害福祉サービス固有のサービスは①同行援護、②行動援護、③自立訓練（生活訓練）、④就労選択支援、⑤就労移 

行支援、⑥就労継続支援Ａ型、⑦就労継続支援Ｂ型、⑧就労定着支援とし、介護保険対象者であっても対象者の支援方針 

等を踏まえ、支給の必要性が認められるのであれば支給決定を行うものとする。これ以外の障害福祉サービスについては、 

介護保険制度におけるサービスでの対応が可能なものがあると考えられることから、対象者には介護保険制度の利用勧奨 

を行うとともに、介護保険制度でのサービスを優先して利用させるものとする。ただし、その際には一律に介護保険制度 

の利用によるものではなく、障害福祉サービスに相当するサービスが、介護保険サービス及び地域支援事業のみによって 

確保することができないと認められる場合や、介護保険の要介護認定等を受けた結果、非該当と認定され介護保険サービ 

スが利用できない場合などは、相談支援事業所、高齢福祉課、居宅介護支援事業者等と連携を図り、必要に応じて審査会 

の意見を聴取したうえで適切に支給決定を行っていくものとする。 

 

５ 障害児による障害福祉サービスの利用について 

 障害児が、障害福祉サービスを利用するにあたっての支給決定基準は後述するとおりであるが、障害福祉サービスのう

ち、18 歳以上の障害者が利用することを想定しているサービスについて、障害児の利用希望があった場合には児童相談所

への意見照会が必要になるなど、成人の場合とは扱いが異なるため、必ず相談支援専門員は事前に市へ相談するものとす

る。 

 

短期入所、居宅介護 障害児支援区分に関する５領域 11 項目の児童用調査票（巻末資料№２-１、以下「児童用

調査票」という。）による調査を行い、支給の要否及び支給量を決定する。NICU 等での集

中治療を経て退院した直後である場合をはじめ、５領域 11 項目の調査だけでは支給の要否

及び支給量の決定が難しい乳幼児期（特に０歳から２歳）の医療的ケア児（以下「乳幼児

期の医療的ケア児」という。）については、５領域 11 項目の調査に加えて医療的ケアの判

定スコアの調査（巻末資料№２-２）における医師の判断を踏まえて支給の要否及び支給量

を決定する。ただし、支給決定を行う保護者が判定スコアの調査を望まない場合は、これ
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を省略できるものとする。なお、居宅介護のうち障害児に係る通院等介助（身体介護を伴

う場合）の対象者については、児童用調査票による調査を行った上で、障害者に係る通院

等介助（身体介護を伴う場合）の判断基準に準じ、日常生活において身体介護が必要な障

害児であって、かつ、通院等介助のサービス提供時において、「歩行」、「移乗」、「移

動」、「排尿」及び「排便」について支援が必要と想定されるか否かにより、個別に判断

するものとする。 

行動援護 「行動援護及び重度障害者等包括支援の判定基準票（巻末資料№３）」による調査を行い、

10 点以上が対象者となる。（てんかん発作については、必ずしも医師意見書の提出を必要

とはせず、家族等からの申し出のみでも可とする。） 

同行援護 

 

同行援護のアセスメント調査票（巻末資料№４）による調査を行い、「視力障害」「視野

障害」及び「夜盲」のいずれかが１点以上であり、かつ、「移動障害」の点数が１点以上

の場合に対象となる。 

障害支援区分３以上の度合に相当することが見込まれる場合、５領域 11 項目の児童用調査

票による調査を行い、障害支援区分３の利用者を支援した場合の加算又は障害支援区分４

以上の利用者を支援した場合の加算の要否を決定する。 

重度障害者等包括支援 認定調査を行ったうえで、審査会の意見を聴取し、支給の要否等について判断する。また、

乳幼児期の医療的ケア児については、５領域11 項目の調査（巻末資料№２-１）に加えて

医療的ケアの判定スコア（巻末資料№２-２）の調査における医師の判断を踏まえて支給の

要否及び支給量を決定する。ただし、支給決定を行う保護者が判定スコアの調査を望まな

い場合は、これを省略できるものとする。 

 

※障害福祉サービスのうち、施設入所支援・重度訪問介護・療養介護・生活介護・共同生活援助・自立訓練（機能訓練・ 

生活訓練）・就労選択支援、就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型・就労定着支援・自立生活援助につ

いて、15 歳以上 18 歳未満の児童が利用を希望する場合には、事前に児童相談所への意見照会を行い、利用が適当と認

められた場合には障害者の場合と同じ手続きにより、支給の要否等を決定する。 
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【障害児支援区分の３段階：項目等については巻末資料№２-１を参照】 

○区分３：①～④の項目のうち「全介助」が３項目以上又は⑤の項目のうち「ほぼ毎日（週５日以上の）支援や配慮等

が必要」が１項目以上 

○区分２：①～④の項目のうち「全介助」若しくは「一部介助」が３項目以上又は⑤の項目のうち「週に１回以上の支

援や配慮等が必要」が１項目以上 

○区分１：区分３又は区分２に該当しない児童で、①～④の項目のうち「一部介助」又は「全介助」が１項目以上 
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Ⅱ 支給決定基準 
１ 単位により支給量を算定する給付（サービス） 

１ 居宅介護  

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第２項） 
障害者等につき、居宅において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言そ

の他の生活全般にわたる援助を行う。 

 

（２）支給対象者  

障害支援区分が区分１以上（障害児にあってはこれに相当する支援の度合）である者。ただし、通院等介助（身体介護を伴う

場合）を算定する場合にあっては、下記のいずれにも該当する者とする。 

 

〔通院等介助（身体介護を伴う場合）の対象者〕 

①区分２以上に該当していること。 

②障害支援区分の認定調査項目のうち、それぞれ（ア）から（オ）までに掲げる状態のいずれか一つ以上に認定されている

こと。 

（ア）「歩行」 「全面的な支援が必要」 

（イ）「移乗」 「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

（ウ）「移動」 「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

（エ）「排尿」 「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

（オ）「排便」 「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

 

（３）支給期間  支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内  
 

（４）支給量   別に定める「単位により支給算定を行うサービスの支給構造」による。 

 

（５）支給決定にあたっての留意事項  

①原則として１ヶ月あたり５週計算とする。 
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②身体介護は、１回あたり３時間以内を標準とする。ただし、作業時間表に示された作業基本時間を基本として算定し 

た１回あたりの利用時間が３時間を超過し、それについてやむを得ない事情があると認められる場合には、この限り 

ではない（ただし、後述する重度訪問介護が比較的長時間に渡り連続して支援が実施されることを想定していること 

を踏まえ、１回あたりの利用時間が３時間を超過し、利用者が重度訪問介護の支給対象者となる場合には、重度訪問 

介護にて対応するものとする。）。 

③家事援助は、１回あたり 1.5 時間以内を標準とする。ただし、作業時間表に示された作業基本時間を基本として算定 

した１回あたりの利用時間が 1.5 時間を超過し、それについてやむを得ない事情があると認められる場合には、この 

限りではない。 

④給付対象者が、家事援助の給付を希望する場合であって、家族又は親族（以下「家族等」という。）と同居している 

場合には、当該家族等の障害、疾病等の理由により、当該家族等が支給対象者に係る家事（介護を含む）を行うこと 

が困難である場合、又は健常者であっても当該家族等が給付対象者の属する世帯の生計中心者となっており、その就 

労等のために明らかに給付対象者に係る支援を行うことがやむを得ず困難である場合には、給付対象者及び同居家族 

の状況、希望するサービス内容、代替手段の有無等を「同居家族のいる場合の家事援助確認シート」（巻末資料 5-1） 

により確認し、サービス提供の必要性が認められる場合に限って給付対象とする。（詳細については、厚生労働省通 

知平成 28 年３月 10 日付障障発 0310 第 1 号「居宅介護（家事援助）の適切な実施について」（巻末資料№5-2）を参 

照。）    

⑤１日に居宅介護を複数回算定する場合には、概ね２時間以上の間隔を空けることを基本とする。 

⑥病院内での移動等の介助は、基本的には院内のスタッフにより対応されるべきものであるが、院内において引き続き 

介護を行うことが適当と認められる場合には、支給対象とする。 

⑦通院等介助として認められる支援の範囲は、次に示す場所への移動のための屋内外における移動等の介助又は通院先 

等での受診等の手続き、移動等の介助とする。 

（ア）病院等の医療機関  

（イ）官公署（国、都道府県及び市区町村の機関） 

（ウ）外国公館（外国の大使館、公使館、領事館その他これに準ずる施設） 

（エ）指定地域移行支援事業所、指定地域定着支援事業所、指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所（た

だし、公的手続又は障害福祉サービスの利用に係る相談のために利用する場合に限る。） 

⑧「育児支援」の利用は、次に示す（ア）から（ウ）までのすべてを満たす場合に、支給対象者の子ども及びその家庭 

状況等を総合的に勘案し、支給要否について判断するものとする。 

 （ア）支給対象者がその障害により家事や付き添いなどができない場合 
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 （イ）支給対象者の子どもが１人では対応できない場合 

 （ウ）他の家族等による支援が受けられない場合 

 

 

居宅介護作業時間表  

 
■ 「居宅介護作業時間表」とは、居宅介護による支援時間案（支給決定案）を作成するにあたり、各作業項目の１回あた

りに要する時間の標準的な範囲及び標準回数を定め、相談支援専門員が作成するサービス等利用計画案を可能な範囲に

おいて標準化することを目的とする。 

■ 居宅介護作業時間表に示す作業項目以外の作業を算定する場合には、社会通念上、当該作業に通常要すると想定される

時間をもって標準的な作業時間とみなし、通常必要とされる標準回数をもって当該作業の標準回数とみなすものとする。 

 

 

〈１〉身体介護 

 

項目 

１回あたりに 

要する時間 標準回数 主な作業内容 

最小 最大 

食事行為 30 60 ３回／日 配膳から終了まで。エプロンなどの準備を含む。介助や見守り・服薬確認など。 

衣服着脱 ５ 30 必要な回数 朝・夕等の着替え、排泄等での失敗や汚れ、外出時の着脱介助など。 

排泄行為 ５ 60 必要な回数 
トイレやポータブルでの排泄・オムツ使用の排泄での声掛けや誘導・移乗移動介助・洗浄・

清拭など。（※排泄がない、オムツが汚れていない含む。） 

入浴行為 10 60 ３回／週 
シャワー浴・部分浴・全身浴等の入浴の一連の介助（衣服の着脱・移動・移乗・準備・後片

付け・ドライヤーで乾かす等含む）。 

整容行為 ５ 20 ３回／日 歯磨き（うがいのみも含む）・義歯洗浄・洗顔保清・整髪・爪切りなど 

清拭 10 60 必要な回数 準備・片づけ・着替えなどの一連の介助を含む。 
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〈２〉家事援助 

 

 

 

項目 

１回あたりに 

要する時間 標準回数 主な作業内容 

最小 最大 

調理 30 60 必要な回数 １回あたりの一般的な調理時間。温め、配下膳、片付けを含む。経管栄養の準備片付けも含む。 

洗濯 

洗う 15 20 

週２回 

洗濯機又は手洗いによる洗濯。  

干す 15 20 洗濯物の乾燥又は物干し。  

たたむ 15 20 洗濯物の取り入れと収納、アイロンかけ。 

掃除 15 60 週２回 居室、台所、浴室、トイレ、卓上等の清掃、ゴミ出しなど。 

整理整頓 10 30 週２回 身の回り、卓上等の整理や衣類の整理、衣服の補修（ボタンつけ等）など。 

買物 15 60 必要な回数 
食料品、日用品等の買い物（品物の確認、釣銭の確認を含む）。 

薬取り代行 必要な時間 必要な回数 
薬の受け取り 

シーツ交換 

布団干し 
15 30 週２回 

シーツ交換は、利用者がベッドに寝ていない状態でのシーツ交換・布団カバーの交換を言う。

布団干しは、利用者がベッドに寝ていない状態での布団干し及び取り込み、ベッドメーキング

を言う。 

服薬確認 ５ 15 必要な回数 水の準備、配剤された薬を出す。飲み忘れの確認、後片付けなど。 

育児支援 必要な時間 必要な回数 

利用者（親）が本来家庭内で行うべき養育を代替する。育児支援の範囲は、主として①沐浴、

②授乳、③乳児の健康把握の補助、④児童の健康な発達、特に言語発達を促進する視点からの

支援、⑤保育所・学校等からの連絡帳の手話代読、助言、保育所・学校等への連絡援助、⑥利

用者（親）へのサービスと一体的に行う子ども分の掃除、洗濯、調理、⑦利用者（親）の子ど

もが通院する場合の付き添い、⑧利用者（親）の子どもが保育所（幼稚園も含む）へ通園する

場合の送迎とする。 
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２ 重度訪問介護 

(１)サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第３項） 
重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する障害者であって、常時介護を

要するものにつき、居宅において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及

び助言その他の生活全般にわたる援助並びに外出時における移動中の介護を総合的に行うとともに、病院、診療所、助産所、介護

老人保健施設又は介護医療院（以下病院等という。）に入院又は入所している障害者に対して、意思疎通の支援その他必要な支援を行う。 

 

(２)支給対象者 
障害支援区分が区分４以上（病院等に入院又は入所している障害者がコミュニケーション支援等のために利用する場合においても

区分４以上）であって、下記の（Ａ）又は（Ｂ）のいずれかに該当する者 

（Ａ）障害支援区分が区分４以上であって、下記の①及び②のいずれにも該当する者 

①二肢以上に麻痺等があること。 

②障害支援区分の認定調査項目のうち、次の（ア）から（エ）までに掲げる項目について、それぞれに掲げる状態の

いずれか一つに認定されていること。 

 

（ア）「歩行」 「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

（イ）「移乗」 「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

（ウ）「排尿」 「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

（エ）「排便」 「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 

 

（Ｂ）障害支援区分が区分４以上であって、別に定める「重度訪問介護、行動援護及び重度障害者等包括支援の判定基準 

表」（巻末資料№３参照）の行動関連項目の１２項目の合計点数が１０点以上の者。なお、（Ｂ）により重度訪問介護 

の支給を希望する者に対する重度訪問介護の支給は、行動障害に専門性を有する行動援護事業者等によるアセスメント 

や環境調整などを行ったうえで、重度訪問介護の支給が適当と判断されたときに支給決定を行うものとする（詳細につ 

いては、厚生労働省通知平成 26 年３月 31 日付障障発 0331 第８号「重度訪問介護の対象拡大に伴う支給決定事務等に 

係る留意事項について」（巻末資料№６）を参照。）。 

 

(３)支給期間  
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支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内  

 

(４)支給量 別に定める「単位により支給算定を行うサービスの支給構造」による。 

 

(５)支給決定にあたっての留意事項  

①原則として１ヶ月あたり５週計算とする。  

②重度訪問介護における「外出」は、通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通年かつ長期にわたる外出及び  

 社会通念上適当でない外出は除く。  

③同一のサービス提供事業者が、１日に複数回の重度訪問介護を行う場合には、１日分の所要時間を通算して算定  

するものとする。  

 

３ 行動援護 

(１)サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第５項） 
知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって常時介護を要するものにつき、当該障害者等が行動

する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護その他の当該障害

者等が行動する際の必要な援助を行う。 

 

(２)対象者 
障害支援区分が区分３以上であって、障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目（12 項目）等の合計点数が 10 点以上

（障害児にあってはこれに相当する支援の度合）である者（巻末資料№３参照） 

 

(３)支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内。 
 

(４)支給量  別に定める「単位により支給算定を行うサービスの支給構造」による。 
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４ 重度障害者等包括支援 

(１)サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第９項） 

常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい支障があるもののうち、四肢の麻痺及び寝たきりの

状態にあるもの並びに知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有するものにつき、居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助、共同

生活援助を包括的に提供する。 

 

(２)対象者 

障害支援区分が区分６（障害児にあっては区分６に相当する支援の度合）に該当する者のうち、意思疎通に著しい困難を有する者

であって、以下のいずれかに該当する者                           

 
【 各類型の詳細 】 
 

類 型  状態像 

重度訪問介護の対象であって、四肢すべてに 

麻痺等があり、寝たきり状態にある障害者  

のうち、右のいずれかに該当する者 

人工呼吸器による呼吸管理を行っている 

身体障害者 

Ⅰ類型  

・筋ジストロフィー 

・脊椎損傷・ＡＬＳ  

・遷延性意識障害 等  

最重度知的障害者      Ⅱ類型  ・重症心身障害者 等  

障障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目（１２項目）等の合計点数が  

１０点以上（巻末資料№３）である者                 Ⅲ類型  

 

・強度行動障害  等  
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Ⅰ類型  

① 障害支援区分６の「重度訪問介護」対象者であって  

② 医師意見書「２．身体の状態に関する意見」の「（３）麻痺」における「左上肢」「右上肢」「左下肢」「右下肢」において、い

ずれも「ある」に認定（軽、中、重のいずれかにチェックされていること）。なお、医師意見書「２．身体の状態に

関する意見」の「（２）四肢欠損」、「（４）筋力の低下」、「（５）関節の拘縮」は「麻痺」に準ずる取扱いと

する。  

③ 認定調査項目「１群 起居動作」のうち、「寝返り」、「起き上がり」又は「座位保持」において「全面的な支援が必要」

と認定  

④ 認定調査項目「10群 特別な医療 レスピレーター」において「ある」と認定  

⑤ 認定調査項目「６群 認知機能 コミュニケーション」において「日常生活に支障がない」以外に認定  

 

Ⅱ類型  

① 概況調査において知的障害の程度が「最重度」と確認  

② 障害支援区分６の「重度訪問介護」対象者であって  

③ 医師意見書「２．身体の状態に関する意見」の「（３）麻痺」における「左上肢」「右上肢」「左下肢」「右下肢」において、い

ずれも「ある」に認定（軽、中、重のいずれかにチェックされていること）。なお、医師意見書「２．身体の状態に関する意見」

の「（２）四肢欠損」、「（４）筋力の低下」、「（５）関節の拘縮」は「麻痺」に準ずる取扱いとする。 

④ 認定調査項目「１群 起居動作」のうち、「寝返り」、「起き上がり」又は「座位保持」において「全面的な支援が必要」 

と認定 

⑤ 認定調査項目「６群 認知機能 コミュニケーション」において「日常生活に支障がない」以外に認定 

Ⅲ類型 

① 障害支援区分６の「行動援護」対象者であって 

② 認定調査項目「６群 認知機能 コミュニケーション」において「日常生活に支障がない」以外に認定 

③ 障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目（１２項目）等の合計点数が１０点以上（巻末資料№３参照。障害児にあっ

てはこれに相当する支援の度合）である者 
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（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内。 

 

 

（４）支給量  別に定める「単位により支給算定を行うサービスの支給構造」による。  

 

（５）支給決定にあたっての留意事項  

本サービスは、様々なサービスを組み合わせて総合的に提供するものであるため、利用意向のある場合には計画案を作

成する相談支援専門員は、事前に市と十分な調整を行うこと。 
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〔非定型基準〕■支給決定案の時間の合計単位数が、原則基準である支給基準単位数を超過した場合（ただし、調整

基準に該当する場合は除く）には、審査会の意見を聴取した上で支給の要否を決定するものとする。 

 

〔調 整 基 準〕■在宅において生活する障害者で居宅介護、重度訪問介護又は行動援護の支給を希望する者のうち、

支給対象者の介護を行う家族等について、疾病等により支給対象者への介護を急きょ行うことがで

きなくなった等、やむを得ない事情がある場合には調整基準該当案件とし、判定会議での審議を経

たうえで、在宅での生活を継続するために必要と認められる場合には、支給開始月から起算して最

大で３カ月（例：１月 15 日より支給開始であれば最大で３月 31 日まで可）に限り、支給対象者の

区分に該当する支給基準単位数の 100 分の 150 の範囲内において給付を認めることができる。  

 

〔原 則 基 準〕■支給決定案の作成の際に原則として上限となる支給単位数を指す。支給決定案の作成の際には、サ

ービス等利用計画に示された支援方針等も考慮しつつ、利用時間の合計単位数が、支給基準単位数

表により決定した支給基準単位の範囲以内に収めることを基本とする。  

       ■重度障害者等包括支援の対象者となる場合には、重度障害者等包括支援を利用しない場合でも当該

サービスの支給基準単位数を適用する。  

■ 居宅介護及び重度訪問介護の支給決定案の作成にあたっては、居宅介護作業時間表により必要な時

間の算定を行う。重度障害者等包括支援において提供される居宅介護及び重度訪問介護も同様とす

る。単位の算定は、別添の「算定単位表」（巻末資料№７）による。  

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支給基準単位数 

（単位） 
区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 

介護保険 

利用対象者 
児童 

居宅介護 3,100 4,010 5,890 11,070 17,730 25,500 
区分５ 1,100 

区分６ 1,810 
9,950 

重度訪問介護    28,940 36,270 62,050 

区分４ 14,620 

区分５ 15,290 

区分６ 22,910 

 

行動援護   15,680 21,130 28,100 36,520  19,950 

重度障害者等包括支援      96,480 67,680  

居宅介護・重度訪問介護または行動援護を利用する者のうち、重度障害者

等包括支援の対象者（重度障害者等包括支援は利用していない）  
74,310 45,510 

 

単位により支給算定を行うサービスの支給基準構造 

支
給
基
準
単
位
数
表 
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２ 具体的な量により支給量を算定する給付（サービス） 

１ 同行援護 

(１)サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第４項） 
視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等につき、外出時において、当該障害者等に同行し、移動に必要な情報を

提供するとともに、移動の援護その他の当該障害者等が外出する際の必要な援助を行う。 

  

(２)支給対象者 
同行援護アセスメント調査票（巻末資料№４）による調査項目中「視力障害」、「視野障害」及び「夜盲」のいずれかが１点

以上であり、かつ、「移動障害」の点数が１点以上の者（障害支援区分の認定は、区分３以上支援加算の決定が不要である場合につ

いては、障害支援区分の認定を必要としないものとする。） 

 

(３)支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内 
 

(４)支給量  

 同行援護原則基準とする支給量は、１ヶ月あたり 60 時間とする（端数は切捨て）。同行援護原則基準を超える支給量が

必要な場合には、同行援護非定型基準該当案件とし、審査会での意見聴取を経て、支給の要否の決定を行う。 

 

(５)支給決定にあたっての留意事項  

１日に複数回算定する場合には、概ね２時間以上の間隔を空けることを基本とする。 

 

２ 療養介護 

(１)サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第６項） 
病院において機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護、日常生活上の世話その他必要な医療を要する障

害者であって常時介護を要するものにつき、主として昼間において、病院において行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医

学的管理の下における介護及び日常生活上の世話を行う。また、療養介護のうち医療に係るものを療養介護医療として提供する。 

 

(２)支給対象者 
病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする障害者として次に掲げる者 
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①障害支援区分６に該当し、気管切開に伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者 

②障害支援区分５以上に該当し、次の（ア）から（エ）のいずれかに該当する者であること。 

ア 重症心身障害者又は進行性筋萎縮症患者 

イ 医療的ケアの判定スコア（巻末資料№２-２の基本スコア及び見守りスコアを合算して算出する点数をいう。以下

同じ。）が16点以上の者 

ウ 障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（12項目）の合計点数が10点以上である者（巻末資料№３参照）

であって、医療的ケアスコアが８点以上の者 

エ 遷延性意識障害者であって、医療的ケアの判定スコアが８点以上の者 

③ ①及び②に準ずる者として、機能訓練、療養上の管理、看護及び医学的管理の下における介護その他必要な医療並び

に日常生活上の世話を要する障害者であって、常時介護を要するものであると市町村が認めた者 

④旧重症心身障害児施設（平成24年４月の改正前の児童福祉法（以下「旧児童福祉法」）という。）第43条の４に規定

する重症心身障害児施設をいう。）に入所した者又は指定医療機関（旧児童福祉法第７条第６項に規定する指定医療機

関をいう。）に入院した者であって、平成24年４月１日以降指定療養介護事業所を利用する①及び②以外の者 

 

(３)支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上３年以内 

 

(４)支給量 当該月の日数とする。 

 

３ 生活介護 

(１)サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第７項） 
障害者支援施設その他の以下に掲げる便宜を適切に供与することができる施設において、入浴、排せつ及び食事等の介護、創

作的活動又は生産活動の機会の提供その他必要な援助を要する障害者であって、常時介護を要するものにつき、主として昼間に

おいて、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常

生活上の支援、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の身体機能又は生活能力の向上のために必要な援助を行う。 

(２)支給対象者 
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地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護等の支援が必要と認められる者で、次のうちいずれかに該当

する者 

①障害支援区分が区分３（障害者支援施設に入所する場合は区分４）以上である者 

②年齢が 50歳以上の場合は、障害支援区分が区分２（障害者支援施設に入所する場合は区分３）以上である者 

③障害者支援施設に入所する者であって障害支援区分４（50 歳以上の場合は障害支援区分３）より低い者のうち、指定特定 

相談支援事業者によるサービス等利用計画の作成の手続きを経た上で、市が利用の組み合わせの必要性を認めた者 

 

※③の者のうち以下の者（以下、「新規の入所希望者以外の者」という。）については、原則、平成 24 年４月以降の支給決定 

の更新時にサービス等利用計画の作成を求めた上で、引き続き、生活介護の利用を認めるものとする。 

●障害者自立支援法（現在の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）の施行時の身体・知的の旧

法施設（通所施設も含む）の利用者（特定旧法受給者） 

●障害者自立支援法（現在の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）の施行後に旧法施設に入所し、

継続して入所している者 

●平成 24 年４月の児童福祉法改正の施行の際に障害児施設（指定医療機関を含む）に入所している者 

 

(３)支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上３年以内 

 

(４)支給量  

原則として、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする（以下「生活介護原則基準」という。）。ただ

し、サービス等利用計画や個別支援計画に示される支援方針において、生活介護原則基準を超えた支給決定の必要性が認

められる場合には、当該月の日数から４日を差し引いた日数の範囲以内で支給量の追加を認める（以下「生活介護追加基

準」という。）。  
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４ 短期入所 

(１)サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第８項） 

居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設、児童福祉施設その他の以下に掲げる便宜を適切に行う

ことができる施設への短期間の入所を必要とする障害者等につき、当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ及び食事の介護その

他の必要な支援を行う。  

 

(２)支給対象者 
①障害支援区分が区分１以上である障害者 
②障害児支援区分における区分１以上に該当する障害児 

 

(３)支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内 
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(４)支給量／（５）支給決定にあたっての留意事項  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■全区分共通し、月７日以内とする。  

■ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等で定められた短期入所の制度趣旨を踏ま

え、支給を認める理由は、緊急時対応・介護者のレスパイトを基本とする。  

■ 遠方での通所サービスを試験的に利用する際の宿泊先として、短期入所を利用することは認めない。  

■各区分に応じ、原則基準の月７日に、次の日数の範囲内での追加を認めるものとする。  

  区分１、区分２、障害児支援区分１：１日（最大で月８日以内）  

 区分３、区分４、障害児支援区分２：３日（最大で月10日以内）  

  区分５、区分６、障害児支援区分３：５日（最大で月 12 日以内）  

■支給理由は、緊急時対応・介護者のレスパイト・その他市長がやむを得ないと認める場合とする。  

■非定型基準による決定が必要な事案において、その支給が決定されるまでの間、緊急的に支給量の増加が

必要な事案は、調整基準臨時該当案件とし、最大３カ月に限り、必要と認められる量を支給決定する。  

■支給量の決定は、判定会議での審議を経て決定する。  

■ 次のいずれかの要件に該当する場合には、非定型基準該当案件とし、審査会の意見を聴取した上で支給決定

する。その場合の支給量は、必要と認められる範囲において決定するものとする。  

（非定型基準該当要件）  

①施設入所支援、共同生活援助の利用を前提としつつも、それらに空きがなく、家族の高齢化や疾病等により、

自宅での介護にも限界があるため、短期入所を利用せざるを得ない場合。  

②その他市長がやむを得ない事由により支援が必要と認める場合。  

原

則

基

準 

非

定

型

基

準 

調

整

基

準 
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５ 施設入所支援 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 10 項） 

その施設に入所する障害者につき、主として夜間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関する相談及び助言その他の

必要な日常生活上の支援を行う。  

 

（２）支給対象者 
①生活介護を受けている者であって障害支援区分が区分４（50歳以上の者にあっては区分３）以上である者 

②自立訓練又は就労移行支援（以下この②において「訓練等」という。）を受けている者であって、入所させながら訓練等を 

実施することが必要かつ効果的であると認められるもの、又は地域における障害福祉サービスの提供体制の状況その他やむ 

を得ない事情により、通所によって訓練等を受けることが困難な者 

③生活介護を受けている者であって障害支援区分４（50 歳以上の場合は障害支援区分３）より低い者のうち、指定特定相談 

支援事業者によるサービス等利用計画の作成の手続きを経た上で、市町村が利用の組み合わせの必要性を認めた者 

④就労継続支援Ｂ型を受けている者のうち、指定特定相談支援事業者によるサービス等利用計画の作成の手続きを経た上で、 

市町村が利用の組み合わせの必要性を認めた者 

※③又は④の者のうち「新規の入所希望者以外の者」については、原則、平成24年４月以降の支給決定の更新時にサービス等

利用計画の作成を求めた上で、引き続き、施設入所支援の利用を認めるものとする。 

● 障害者自立支援法（現在の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）の施行時の身体・知的の旧法施

設（通所施設も含む）の利用者（特定旧法受給者）  

● 障害者自立支援法（現在の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため法律）の施行後に旧法施設に入所し、

継続して入所している者  

● 平成２４年４月の児童福祉法改正の施行の際に障害児施設（指定医療機関を含む）に入所している者  

※ 障害者支援施設及びのぞみの園が行う施設障害福祉サービス（法第５条第１項に規定する施設障害福祉サービスをいう。以下

同じ。 ）は 、施設入所支援のほか、生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援Ｂ型とする。  
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（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上３年以内  
 

（４）支給量  当該月の日数とする。  

 

６ 自立訓練（機能訓練） 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 12 項） 
障害者につき、障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくは障害福祉サ

ービス事業所において、又は当該障害者の居宅を訪問して行う理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、

生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。 

 

（２）支給対象者 地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要な障害者 

 

【対象者の例】 

①入所施設  ・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行等を図る上で、身体的リハビリテーションの継続や 

身体機能の維持・回復などの支援が必要な者 

②特別支援学校を卒業した者であって、地域生活を営む上で、身体機能の維持・回復などの支援が必要な者 

 

（３）支給期間及び標準利用期間 
（ア）支 給 期 間：支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内 

（イ） 標準利用期間：標準利用期間は１年６か月間 

（頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態にある場合は３年間） 

※標準利用期間の範囲内であれば支給期間の更新が可能で、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要 

な場合、審査会での意見聴取を経て、支給期間更新の必要性が認められた場合に限り、最長１年間の更新を可能な 

ものとする。さらに、複数の障害を有する障害者が、それぞれの障害特性に応じた異なるプログラムによる支援を 

受けることによる効果改善が具体的に見込まれる場合であって、かつ、審査会の個別審査を経て必要性が認められ 

た場合には、当該最長１年間の更新に加え、さらに最長１年間（１回）の更新を可能とする。 
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（４）支給量 
原則として、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする（以下「機能訓練原則基準」という。）。た

だし、サービス等利用計画や個別支援計画に示される支援方針において、機能訓練原則基準を超えた支給決定の必要性

が認められる場合には、当該月の日数から４日を差し引いた日数の範囲以内で支給量の追加を認める（以下「機能訓練

追加基準」という。）。  

 

（５）支給決定にあたっての留意事項 

自立訓練（機能訓練）を利用したことがある者で、当該利用時から一定期間が経過した後に、再び、自立訓練（機能

訓練）を利用する必要性が生じた場合には、サービス等利用計画案及び個別支援計画案をあらかじめ作成、提出し、判

定会議において、当該計画等を踏まえて自立訓練（機能訓練）を行うことの成果が見込まれると判定された場合に限り、

再度支給決定を行うものとする。 

 

７ 自立訓練（生活訓練） 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 12項）  
障害者につき、障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくは障害福祉サ

ービス事業所において、又は当該障害者の居宅を訪問して行う入浴、排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営

むために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。 

 

（２）対象者 地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要な障害者 

 

【対象者の例】  

①入所施設・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行を図る上で、生活能力の維持・向上などの支援が必要な者 

②特別支援学校を卒業した者、継続した通院により症状が安定している者等であって、地域生活を営む上で、生活能力の維持・ 

向上などの支援が必要な者  

 

（３）支給期間及び標準利用期間 
（ア）支 給 期 間：支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内 
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（イ）標準利用期間：標準利用期間は２年間 

長期入院又は入所していた者若しくはこれに類する事由のある障害者については３年間 

 

※「これに類する事由」とは、長期入院や長期入所に加え、長期間のひきこもりにより社会経験の乏しいと認められ 

る場合や発達障害の場合など、標準利用期間の２年間では十分な訓練の効果が認められない場合を言う。 

※標準利用期間の範囲内であれば支給期間の更新が可能で、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な 

場合、審査会での意見聴取を経て、必要性が認められた場合に限り、最長１年間の更新が可能である。さらに、複

数の障害を有する障害者が、それぞれの障害特性に応じた異なるプログラムによる支援を受けることによる効果改

善が具体的に見込まれる場合であって、かつ、審査会の個別審査を経て必要性が認められた場合には、当該最長１

年間の更新に加え、さらに最長１年間（１回）の更新を可能とする。 

 

（４）支給量 
原則として、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする（生活訓練原則基準）。ただし、サービス等利

用計画や個別支援計画に示される支援方針において、原則基準を超えた支給決定の必要性が認められる場合には、当該月

の日数から４日を差し引いた日数の範囲以内で支給量の追加を認める（生活訓練追加基準）。  
 

８ 宿泊型自立訓練 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 12項）  
障害者につき、居室その他の設備を利用させるとともに、家事等の日常生活能力を向上させるための支援、生活等に関

する相談及び助言その他の必要な支援を行う。 

 

（２）対象者 
日中、一般就労や障害福祉サービスを利用している者等であって、地域移行に向けて一定期間、居住の場を提供して帰宅後に

おける生活能力等の維持・向上のための訓練その他の支援が必要な障害者。  

 

（３）支給期間及び標準利用期間 
（ア）支 給 期 間：支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内 

（イ）標準利用期間：標準利用期間は２年間（長期間入院していた又はこれに類する事由のある障害者にあっては３年間） 
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※「長期間入院していた又はこれに類する事由のある障害者」とは、長期間、指定障害者支援施設等の入所施設に

入所又は精神科病院等に入院していた者はもとより、長期間のひきこもり等により社会生活の経験が乏しいと認

められる者や発達障害のある者など２年間の利用期間では十分な成果が得られないと認められる者等についても

含むものとする。 

※標準利用期間の範囲内であれば支給期間の更新が可能で、標準利用期間を超えて、 さらにサービスの利用が 必

要な場合については、審査会での意見聴取を経て、必要性が認められた場合に限り最長１年間の更新が可能である。 

 

（４）支給量 当該月の日数とする。 

 

９ 就労選択支援 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 13項） 

就労を希望する障害者又は就労の継続を希望する障害者であって、就労移行支援若しくは就労継続支援を受けること又

は通常の事業所に雇用されることについて、当該者による適切な選択のための支援を必要とするものにつき、短期間の生

産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに就労に関する意向及び就労す

るために必要な配慮その他の事項の整理を行い、又はこれに併せて、当該評価及び当該整理の結果に基づき、適切な支援

の提供のために必要な障害福祉サービス事業を行う者等との連絡調整その他の必要な支援を行う。 

 

（２）支給対象者 
 就労移行支援又は就労継続支援を利用する意向を有する者及び現に就労移行支援又は就労継続支援を利用している者 

 

（３）支給期間  
支給決定の有効期間の開始日から原則１か月（最長２か月） 

支給決定期間は原則１か月であるが、以下の条件を満たす場合には、さらに最大１か月（１回）の更新を可能とする。 

・自分自身に対して過小評価、過大評価を有していたり、自分自身の特性に対する知識等の不足等、進路に関する自己 

理解に大きな課題があり、自己理解等の改善に向け、１か月以上の時間をかけた継続的な作業体験を行う必要がある

場合 
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・作業に対する集中力や体力の持続、意欲・作業態度の持続に加え、体調や精神面の安定等に課題があり、進路を確定

するに当たり、１か月以上の時間をかけた観察が必要な場合 
        

（４）支給量  

 原則として、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする。  

 

10 就労移行支援 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 14項）  
65 歳未満の障害者若しくは 65 歳以上の障害者（65 歳に達する前５年間（入院その他やむを得ない事由により障害福祉 

サービスに係る支給決定を受けていなかった期間を除く。）引き続き障害福祉サービスに係る支給決定を受けていたもの

であって、65 歳に達する前日において就労移行支援に係る支給決定を受けていた障害者に限る。）であって、通常の事業

所に雇用されることが可能と見込まれるもの又は通常の事業所に雇用されている 65 歳未満の者若しくは 65 歳以上の者で

あって、通常の事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力

の向上のための支援を一時的に必要とするものにつき、生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供その他の就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、その適性に応じた職場の開拓、就職後における職

場への定着のために必要な相談その他の必要な支援を行う。 

 

（２）支給対象者  
就労を希望する者のうち、次のいずれかに該当する者とする。 

①就労を希望する者であって、単独で就労することが困難であるため、就労に必要な知識及び技術の習得若しくは就労先 

の紹介その他の支援が必要な 65歳未満の者又は 65歳以上の者 

②あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又はきゅう師免許を取得することにより、65歳以上の者を含む就労を希望する

者（養成施設型） 

③通常の事業所に雇用されている 65 歳未満の者若しくは 65 歳以上の者であって、通常の事業所に新たに雇用された 

後の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要 

とするもの 

 

（３）支給期間及び標準利用期間 
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（ア）支 給 期 間 支給決定の有効期間の開始日から 1 ヶ月以上１年以内（養成施設型は３年以内又は５年以内） 

          ※通常の事業所に雇用された後に労働時間の延長の際に必要な知識及び能力の向上のための一時 

的に必要とするものとして、引き続き利用する場合については、標準利用期間を通算しない。 

          ※通常の事業所に雇用された後に労働時間の延長の際に就労に必要な知識及び能力の向上のため

の一時的に必要とするものとして利用する場合は「３か月間から６か月間以内」とする。 

          ※通常の事業所に雇用された後に休職からの復職の際に必要な知識及び能力の向上のための一時

的に必要とするものとして利用する場合は「企業が定める休職期間の終了までの期間（最大２

年間）」とする。 

 

（イ）標準利用期間 ２年間（養成施設型は３年間又は５年間） 

 

※標準利用期間の範囲内であれば支給期間の更新が可能で、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要 

な場合については、審査会での意見聴取を経て、必要性が認められた場合に限り、最長１年間の更新が可能であ 

る。 

 

（４）支給量 
原則として、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする（以下「就労移行支援原則基準」という。）。

ただし、サービス等利用計画や個別支援計画に示される支援方針において、就労移行支援原則基準を超えた支給決定の必

要性が認められる場合には、当該月の日数から４日を差し引いた日数の範囲以内で支給量の追加を認める（以下「就労移

行支援追加基準」という。）。 

 

11 就労継続支援Ａ型 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 15項）  
通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち、適切な支援により雇用契約等に基づき就労する者又は通常の事

業所に雇用されている者であって、通常の事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に

就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものにつき、生産活動その他の活動の機会の提供そ

の他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行う。 
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（２）支給対象者 
企業等に就労することが困難な者であって、雇用契約に基づき、継続的に就労することが可能な 65 才未満の者若しくは

65 歳以上の者（65 歳に達する前５年間（入院その他やむを得ない事由により障害福祉サービスに係る支給決定を受けてい

なかった期間を除く。）引き続き障害福祉サービスに係る支給決定を受けていた者であって、65 歳に達する前日において

就労継続支援Ａ型に係る支給決定を受けていた者に限る。）又は通常の事業所に雇用されている 65 歳未満の者若しくは

65 歳以上の者であって、通常の事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に就労に必要

な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするもの 

 

【対象者の例】 

①就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかった者 

②特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に結びつかなかった者 

③企業等を離職した者等就労経験のある者で、現に雇用関係がない者 

④通常の事業所に雇用された後に、労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のため

の支援を一時的に必要とする者 

 

【特例の考え方】  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律においては、障害者の一般就労を進める観点から、就

労継続支援Ａ型事業を創設し、福祉における雇用の場の拡大を目指している。一方、障害者によっては直ちに雇用契約

を結ぶことは難しいが、将来的には雇用関係へ移行することが期待できる者も多いことから、就労継続支援事業Ａ型に

おいては、次により雇用によらない者の利用を可能とし、雇用関係への移行を進めるものとするとされていることを踏

まえ、市もこの考え方を踏襲するものとする。  

 

■要件  

①雇用契約を締結する利用者に係る利用定員の数が１０人以上であること。  

②雇用契約を締結しない利用者に係る利用定員の数が、利用定員の半数及び９人を超えることができないこと。  

③雇用契約を締結する利用者と雇用契約を締結しない利用者の作業場所、及び作業内容を明確に区分すること（別棟で 

あることや、施設の別の場所で別の作業を実施していること、勤務表、シフト表は別々に管理すること、誰が見ても 

明確に区分されている状態であること。） 
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（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上３年以内 

        ※通常の事業所に雇用された後に労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能

力の向上のための一時的に必要とするものとして利用する場合は６か月以内 
 

（４）支給量  

 原則として、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする（以下「就労継続支援 A 型原則基準」という。）。

ただし、サービス等利用計画や個別支援計画などに示される支援方針において、就労継続支援 A 型原則基準を超えた支給

決定の必要性が認められる場合には、当該月の日数から４日を差し引いた日数の範囲以内で支給量の追加を認めるものと

する（以下「就労継続支援 A 型追加基準」という。）。  

 

12 就労継続支援Ｂ型 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 15項）  
通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち、通常の事業所に雇用されていた障害者であって、その年齢、心

身の状態その他の事情により引き続き当該事業所に雇用されることが困難となった者、就労移行支援によっても通常の事

業所に雇用されるに至らなかった者その他の通常の事業所に雇用されることが困難な者又は通常の事業所に雇用されてい

る者であって、通常の事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に就労に必要な知識及

び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものにつき、生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行う。 

 

（２）支給対象者 
就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない者や、一定年齢に達している者などであって、就労

の機会等を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上や維持が期待される者又は通常の事業所に雇用されているもので

あって、通常の事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力

の向上のための支援を一時的に必要とするもの 

 

【対象者の例】  
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① 就労経験がある者であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用されることが困難となった者 

② 50歳に達している者又は障害基礎年金１級受給者 

③ ①及び②のいずれにも該当しない者であって、就労移行支援事業所等によるアセスメントにより、就労面の係る課題等の 

把握が行われている本事業の利用希望者(令和７年 10 月以降は、①及び②のいずれにも該当しない者であって、就労選択支援事

業者によるアセスメントにより、就労面に係る課題等の把握が行われている本事業の利用希望者(就労選択支援事業所がない地域

においては、就労移行支援事業者等によるアセスメントにより、就労面に係る課題等の把握が行われている本事業の利用希望者)) 

④ 障害者支援施設に入所する者については、指定特定相談支援事業者によるサービス等利用計画の作成の手続きを経た上で、 

市が利用の組み合わせの必要性を認めた者 

⑤通常の事業所に雇用されている者であって、通常の事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長又は休職からの復職の際に就

労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするもの 

※ ④の者のうち「新規の入所希望者以外の者」については、原則、平成２４年４月以降の支給決定の更新時にサービス等

利用計画の作成を求めた上で、引き続き、就労継続支援Ｂ型の利用を認める。 

● 障害者自立支援法（現在の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）の施行時の身体・知的の旧法施

設（通所施設も含む）の利用者（特定旧法受給者） 

● 障害者自立支援法（現在の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）の施行後に旧法施設に

入所し、継続して入所している者 

 

（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内 

（ただし、支給決定時に 50 歳未満の者に限る。それ以外の者については３年以内）  

                 ※通常の事業所に雇用された後に労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能 

力の向上のための一時的に必要とするものとして利用する場合は６か月以内 
 

 

（４）支給量  

 原則として、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする（以下「就労継続支援 B 型原則基準」という。）。

ただし、サービス等利用計画や個別支援計画などに示される支援方針において、就労継続支援 B 型原則基準を超えた支給

決定の必要性が認められる場合には、当該月の日数から４日を差し引いた日数の範囲以内で支給量の追加を認めるものと

する（以下「就労継続支援 B 型追加基準」という。）。  
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（５）支給決定にあたっての留意事項  

就労継続支援Ｂ型の支給を希望する障害者が 65 歳以上の場合には、その利用状況等について適宜確認することを基本  

とし、社会通念等にも照らしつつ、必要に応じて審査会の意見を徴する等の対応を行ったうえで支給の適否を判断するも

のとする。  

※本取扱いに該当するケースとしては、介護保険対象者で要介護認定又は要支援認定を受けている者が就労継続支援Ｂ型

の利用を希望する場合などが想定される。  

 

13 就労定着支援 
（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 16 項）  

生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援（以下「就労移行支援等」という。）を利用して、通常の事業所

に新たに雇用された障害者の就労の継続を図るため、企業、障害福祉サービス事業者、医療機関等との連絡調整を行うと

ともに、雇用に伴い生じる日常生活又は社会生活を営む上での各般の問題に関する相談、指導及び助言等の必要な支援を

行う。  

 

（２）支給対象者  

 就労移行支援等を利用した後、通常の事業所に新たに雇用された障害者であって、就労を継続している期間が６月（通

常の事業所に雇用された後に労働時間の延長の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とする

者として、就労移行支援等を利用した場合は、当該就労移行支援等の終了日の翌日から起算して６月、休職からの復職の

際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とする者として、就労移行支援等を利用した場合は、

復職した日から起算して６月）を経過した障害者  

 

（３）支給期間及び標準利用期間 
（ア）支 給 期 間 支給決定の有効期間の開始日から 1 ヶ月以上１年以内 

（イ）標準利用期間 ３年間 

 

※標準利用期間の範囲内であれば支給期間の更新が可能なものとする。 
 

（４）支給量 
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当該月の日数とする。  

 

14 自立生活援助 
（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 17 項）  

居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題につき、定期的な巡回又は随時通報を受けて行う訪問、相談対

応等により、障害者の状況を把握し、必要な情報の提供及び助言並びに相談、関係機関との連絡調整等の自立した日常生

活を営むための環境整備に必要な援助を行う。  

 

（２）支給対象者  

 居宅において単身であるため、又はその家族と同居している場合であっても家族等の障害・疾病等や当該障害者の生活

環境の大きな変化その他の事情により、居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題に対する支援が見込めな

い状況にある障害者であって、上記（１）の支援を要する者  

 

【対象者の例】  

①障害者支援施設、のぞみの園、指定宿泊型自立訓練を行う自立訓練（生活訓練）事業所、児童福祉施設又は療養介護を行 

 う病院に入所していた障害者 

※児童福祉施設に入所していた 18 歳以上の者、障害者支援施設等に入所していた 15 歳以上の障害者みなしの者も対象。 

②共同生活援助を行う住居又は福祉ホームに入居していた障害者  

③精神科病院に入院していた精神障害者  

④救護施設又は更生施設に入所していた障害者 

⑤刑事施設（刑務所、少年刑務所、拘置所）、少年院に収容されていた障害者  

⑥更生保護施設に入所していた障害者又は自立更生促進センター、就業支援センター若しくは自立準備ホーム  

に宿泊していた障害者  

⑦現に地域において一人暮らしをしている障害者又は同居する家族が障害、疾病等により当該家族による支援が見込め

ないため実質的に一人暮らしと同等の状況にある障害者であって、当該障害者を取り巻く人間関係、生活環境又は心

身の状態等の変化により、自立した地域生活を継続することが困難と認められる者  

⑧同居する家族に障害、疾病のない場合であっても、地域移行支援を利用して退院・退所した者、精神科病院の入退院

を繰り返している者、強度行動障害や高次脳機能障害等の状態にある者等、地域生活を営むための支援を必要として

いる者  
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（３）支給期間及び標準利用期間 
（ア）支 給 期 間 支給決定の有効期間の開始日から 1 ヶ月以上１年以内 

（イ）標準利用期間 １年間 

 

※標準利用期間の範囲内であれば支給期間の更新が可能で、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要 

な場合については、審査会での意見聴取を経て、必要性が認められた場合は回数の制限なく更新が可能なものと

する。 

 

 （４）支給量 
当該月の日数とする。  

 

15 共同生活援助 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 17項）  
主として夜間において、共同生活を営むべき住居において相談、入浴、排せつ若しくは食事の介護その他の日常生活上の

援助を行い、又はこれに併せて、居宅における自立した日常生活への移行を希望する入居者につき、当該日常生活への移

行及び移行後の定着に関する相談その他の主務省令で定める援助を行うことをいう。 

 

（２）支給対象者  

共同生活援助の利用を希望する障害者（ただし、身体障害者については 65 歳未満の者又は 65 歳に達する日の前日までに障害福

祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある者に限る。「これに準ずるもの」とは、障害者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、障害者に対して支援等を行う事業であって国若しくは地方公共団体等の負担若しくは補助により

実施される事業をいい、身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条第４項に基づく身体障害者手帳の交付、国民年金法（昭

和 34 年法律第 141 号）第 30 条の４第１項に基づく障害基礎年金の支給等を含むものとする。） 

外部サービス利用型共同生活援助を利用する際の受託居宅介護サービス（身体介護を伴う場合に限る）については、指

定居宅介護事業所と受託居宅介護サービスの提供に関する業務を委託する契約を締結し、受託居宅介護サービスの提供体
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制を整えている外部サービス利用型指定共同生活援助事業所を利用する障害者のうち区分２以上に該当する障害者で、そ

の利用が必要な者とする。  

 

（３）支給期間及び原則利用期間 

（ア）支 給 期 間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上３年以内 

（ただし、体験利用を行う場合は１年以内、地域移行型ホームは２年以内、退去後（外部サー 

ビス利用型）共同生活援助サービス費を受ける者については３か月以内とする。） 

 （イ）原則利用期間 原則２年間（経過的利用による地域移行支援型ホーム）、３年間（サテライト型住居） 

   ※地域移行型ホームにおいて、原則利用期間を超えてさらにサービスの更新の申請があった場合については、 

    審査会での意見聴取を経て、真に必要やむを得ない場合に限り、必要最小限の有効期間で更新するとともに、 

    できるだけ早期に本来の地域移行ができるよう必要な調整を行う。 

※サテライト型住居において、原則利用期間を超えてさらにサービスの更新の申請があった場合については、 

 審査会での意見聴取を経て、継続して利用することにより一般住宅等への移行が見込まれる場合等について更新 

 が可能とする。なお、サテライト型住居の利用継続の必要性が認められない場合であっても、サテライト型住居 

以外の共同生活住居において共同生活援助の提供を行うことは可能とする。 
 

（４）支給量  当該月の日数とする。（ただし、体験利用については、報酬告示により 50 日以内を利用制限とする。） 

 

【受託居宅介護サービス】  

  受託居宅介護サービスの支給量については、対象者の区分に応じ、次に示す原則基準の範囲内で 15 分を単位とし決定 

 するものとする。体験利用の際に受託居宅介護サービスを利用する際の取扱いも同様とする。  

ただし、非定型基準に該当する場合には、審査会の意見聴取を経たうえで個別に必要な量を支給決定するものとする。 

 

■受託居宅介護サービス（身体介護を伴う場合に限る）の支給量について（原則基準）  

 

 

 

 

 

 支給標準時間  

区分２  150 分／月  

区分３  600 分／月  

区分４  900 分／月  

区分５  1、300 分／月  

区分６  1、900 分／月  
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■受託居宅介護サービスの支給量について（非定型基準）  

  受託居宅介護サービスの支給量に関する非定型基準は、次の①又は②に掲げる場合であって、原則基準  

の範囲内では必要な受託居宅介護サービスが確保されないと認められる場合に審査会の意見聴取を経て、  

個別に必要な量を支給決定するものとする。  

①当該支給申請を行う者が利用する外部サービス利用型指定共同生活援助に当該支給申請を行う者以外に  

受託居宅介護サービスの提供を受けている、もしくは、希望する利用者がいない場合又は受託居宅介護  

サービスを受けている、もしくは、希望する利用者のすべてが障害支援区分２以下である場合  

②障害支援区分４以上であって、指定特定相談支援事業者等が作成したサービス等利用計画案を勘案した  

上で、原則基準を超えた支給決定が必要であると認められる場合。（なお、審査会の意見聴取はセルフ  

プランの場合のみ）  

 

（５）共同生活援助を利用希望する者の障害支援区分認定手続について  

 共同生活援助の利用を希望する障害者のうち、入浴、排せつ又は食事等の介護の提供を受けることを希望しない障害者

については、必ずしも障害支援区分の認定手続を要しないものとされている。（日中サービス支援型指定共同生活援助事

業所の利用を希望する障害者については、障害支援区分の認定手続きを要するものとする。）  

これを踏まえ、市は、障害支援区分の認定手続の要否について、次に定める「共同生活援助を利用希望する者の障害支

援区分認定手続の要否判断の基本的な考え方」により、申請者本人の意向等も踏まえ、その判断を行うものとする。その

ため、共同生活援助の利用を希望する際には事前に市へ相談を行うものとする。  
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共同生活援助を利用希望する者の障害支援区分認定手続の要否判断の基本的な考え方  

 

（６）支給決定にあたっての留意事項  

 （ア）身体障害者が共同生活援助を利用するに当たっては、在宅の障害者が、本人の意に反して共同生活援助の利用を勧め 

    られることのないよう、徹底を図ること。 

 （イ）共同生活援助の利用対象者とする身体障害者の範囲については、施設からの地域移行が推進されていることなどの趣 

    旨を踏まえ、65 歳に達した以降に身体障害者となった者については新規利用の対象としない。 

 （ウ）受託居宅介護サービスを１日に複数回行う場合には、概ね２時間以上の間隔を空けなければならないことを基本 

   とする。 

 （エ）地域移行型ホーム又はサテライト型住居の利用を希望する場合には、事前に市まで相談しなければならない 

ものとする。 

 

16 地域移行支援 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 20 項） 

障害者支援施設等に入所している障害者又は精神科病院に入院している精神障害者その他の地域における生活に移行するた

めに重点的な支援を必要とする者につき、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の

必要な支援を行う。  

事業所の種類  認定手続が必要な者  認定手続が不要な者  

指定共同生活援助事業所  

（介護サービス包括型）  

入浴、排せつ又は食事等の介護

の提供を受けることを希望する

障害者  

入浴、排せつ又は食事等の介護の提供を受けることを希

望しない障害者であって、申請者本人の意向や障害の種

類及び程度その他の心身の状況等を勘案して、障害支援

区分の認定手続は不要であると判断された障害者  

指定共同生活援助事業所  

(外部サービス利用型) 

日常生活上の援助など基本サー

ビスに加えて、受託居宅介護サ

ービスの提供を受けることを希

望する障害者  

日常生活上の援助など基本サービスのみを受ける障害

者（受託居宅介護サービスの提供を受けることを希望し

ない障害者）であって、申請者本人の意向や障害の種類

及び程度その他の心身の状況等を勘案して、障害支援区

分の認定手続は不要であると判断された障害者  
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（２）対象者 次の者のうち、地域生活への移行のための支援が必要と認められる者。 

①障害者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護を行う病院に入所している障害者 

※児童福祉施設に入所する１８歳以上の者、障害者支援施設等に入所する１５歳以上の障害者みなしの者も対象。  

②精神科病院に入院している精神障害者  

※申請者が精神科病院に入院する精神障害者の場合については、長期に入院していることから地域移行に向けた支援の必要 

 性が相対的に高いと見込まれる直近の入院期間が１年以上の者を中心に対象とすることとするが、直近の入院期間が１年 

 未満である者であっても、例えば、措置入院者や医療保護入院者で住居の確保などの支援を必要とする者や、地域移行支援 

 を行わなければ入院の長期化が見込まれる者についても対象とする。 

※精神科病院には精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含む。  

※地域移行支援の対象となる精神科病院には、医療観察法第２条第４項の指定医療機関も含まれており、医療観察法の対象 

 となる者に係る支援に当たっては保護観察所と連携すること。  

③救護施設又は更生施設に入所している障害者 

④刑事施設（刑務所、少年刑務所、拘置所）又は少年院（以下「矯正施設」という。）に収容されている障害者で、保

護観察所、地域生活定着支援センターが行う支援との重複を避け、役割分担を明確にする観点等から、特別調整の対

象となった障害者（「高齢又は障害により特に自立が困難な矯正施設収容中の者の社会復帰に向けた保護、生活環境

の調整等について（通達）」（平成 21 年４月 17 日法務省保観第 244 号。法務省矯正局長、保護局長連名通知）に基

づき、特別調整対象者に選定された障害者をいう。）のうち、矯正施設から退所するまでの間に障害福祉サービスの

体験利用や体験宿泊など矯正施設在所中に当該施設外で行う支援の提供が可能であると見込まれるなど指定一般相談

支援事業者による効果的な支援が期待される障害者。 

⑤更生保護施設に入所している障害者又は自立更生促進センター、就業支援センター若しくは自立準備ホーム 

に宿泊している障害者 

 

（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上６ヶ月以内。 

※この期間では、十分な成果が得られず、かつ、引き続き地域移行支援を提供することにより地域生活への移行が 

 具体的に見込まれる場合には、６ヶ月間の範囲内で給付決定期間の更新が可能である。なお、更なる更新について 

は、審査会の個別審査を経て判断する。 
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（４）支給量 当該月の日数とする。  

 

17 地域定着支援  

（１）  サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 21 項） 

居宅において単身であるため、又はその家族と同居している場合であっても家族等の障害・疾病等や当該障害者の生活環

境の大きな変化その他の事情により、居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題に対する支援が見込めない

状況にある障害者につき、常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他必要な支援を行う。 

 

（２）対象者 

①居宅において単身であるため緊急時の支援が見込めない状況にある者 

②居宅において家族と同居している障害者であっても、当該家族等が障害、疾病等のため、障害者に対し、当該家族等による 

緊急時の支援が見込めない状況 にある者 

 ③居宅において家族と同居している障害者で、同居する家族に障害、疾病のない場合であっても、地域移行支援を利用

して退院・退所した者、精神科病院の入退院を繰り返している者、強度行動障害や高次脳機能障害等の状態にある者

等、地域生活を営むため緊急時に手厚い支援を必要としている者 

 

※共同生活援助（退居後（外部サービス利用型）共同生活援助サービス費の支給決定を受けている者を除く。）、宿泊

型自立訓練の入居者に係る常時の連絡体制の整備、緊急時の支援等については、通常、当該事業所の世話人等が対応するこ

ととなるため、対象外。 

※上記①又は②の者のうち医療観察法の対象となる者に係る支援に当たっては保護観察所と連携すること。 

 

（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内。 

※対象者や同居する家族等の心身の状況や生活状況、緊急時支援の実績等を踏まえ、引き続き地域生活を継続していく 

 ための緊急時の支援体制が必要と見込まれる場合には、1 年間の範囲内で給付期間の延長は可能なものとする。 

（更なる更新についても、必要性が認められる場合については更新可能なものとする。） 
 

（４）支給量 当該月の日数とする。  
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３ 計画相談支援 

（１）サービスの内容（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 16 項） 
 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービスの利用者に対して、サービス

利用支援（サービス等利用計画の作成）及び継続サービス利用支援（モニタリング）を行う。 

（２）対象者 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービスを利用する者。ただし、次に

掲げる者を除く。 

  

〔計画相談支援の支給対象者とならない者〕 

（ア）障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスと児童福祉法に基づく障害児通所支援を併用する者（児童福祉法に

基づく障害児相談支援の支給により対応する。） 

 （イ）障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスを利用するに際し、いわゆるセルフプランを作成し提出する者 

（ウ）障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスと介護保険法に基づく介護保険サービスを併用する者 

ただし、生活保護受給者など、市が、計画相談支援の支給が適当と認める際には計画相談支援の支給を行う。 
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※継続サービス利用支援（モニタリング）について 

   継続サービス利用支援（モニタリング）の期間については、計画作成を担当する相談支援専門員からの提案を踏ま

え、関係省令や通知等を踏まえたうえでまとめた次に示す標準的な考え方も勘案し、適切に決定するものとする。 

 

国分寺市におけるモニタリング期間に関する標準的な考え方 
 

 

※重度障害者等包括支援については、当該サービスの指定基準において相談支援専門員であるサービス提供責任者が当該サービ

スの実施状況の把握を行うこととされているため、原則として、支給決定の有効期間の終期のみ継続サービス利用支援を実施。 

 ※訓練等給付において暫定支給決定のある場合には、暫定支給決定期間の終期までにモニタリングを実施するものとする。 

  

 

 期間 対象者（サービス併用時は短い方とする） 

１ 毎月 

①支給決定又は支給決定の変更により、生活状況（サービスの種類、内容又は量）に著しく変動が

あった者（ただし、利用開始時から原則として３ヶ月間） 

②障害者施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要である者 

③単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病等のため、自ら指定障害福サ 

ービス事業者等との連絡調整を行うことが困難であり、毎月の連絡調整が必要である者（施設入所 

支援・療養介護・重度障害者等包括支援を除く） 

２ ３ヶ月に１回 

①居宅介護、②重度訪問介護、③行動援護、④同行援護、⑤自立訓練（機能訓練）、⑥自立訓練（生

活訓練）、⑦就労移行支援、⑧就労定着支援、⑨自立生活援助、⑩日中サービス支援型共同生活援助、 

⑪①～⑩以外のサービス利用者の内、介護保険を利用していない 65 歳以上の者（３の⑦～⑩を除く） 

⑫障害者施設からの退所等に伴い、一定期間集中的に支援を行った者で、引き続き一定の支援が必

要である者 

⑬利用する指定障害福祉サービス事業者等の頻繁な変更やそのおそれのある者 

３ ６ヶ月に１回 

①生活介護、②共同生活援助（日中サービス支援型を除く）、③就労継続支援Ａ型、④就労継続支援

Ｂ型、⑤地域移行支援、⑥地域定着支援、⑦障害者支援施設、⑧のぞみの園、⑨療養介護、⑩重度

障害者等包括支援、⑪短期入所のみの各利用者。ただし、１・２に掲げるものを除く。 
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モニタリング期間を決定する際特に留意すべき事項  

 

当該期間はあくまで利用するサービス等に応じて設定した標準期間であることを踏まえ、一律に標準期間に沿って設定

するのではなく、アセスメントにより勘案すべき事項の状況を把握した相談支援専門員の提案等も十分に踏まえながら標

準期間を設定する。さらに、標準期間において示した状態像以外であっても、例えば本人の特性、生活環境、家庭環境等

などにより、以下のような状態像となっている利用者の場合、頻回なモニタリングを行うことで、より効果的に支援の質

を高めることにつながると考えられるため、標準よりも短い期間で設定することが望ましい。  
 

（具体例）  

・心身の状況や生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援が必要である者  

・利用する指定障害福祉サービス事業所等の頻繁な変更やそのおそれのある者  

・その他障害福祉サービス等を安定的に利用することに課題のある者  

・障害福祉サービス事業者等と医療機関等との連携が必要な者  

・複数の障害福祉サービス事業所等を利用している者  

・家族や地域住民等との関係が不安定な者  

・進行性の障害の状態にあり、病状等の急速な変化が見込まれる者  

・学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある児  

・就学前の児童の状態や支援方法に関して、保護者の不安の軽減・解消を図る必要のある児  

・進学や就労をはじめとしたライフステージの移行期にある児や、複数の事業所を利用する等により発達支援や家族支援

に係る連絡調整等が頻回に必要な児  

・重度の障害を有する等により、意思決定支援のために頻回な関わりが必要となる者  

・障害者支援施設又はグループホームを利用している者で、地域移行や一人暮らし等に係る意思が明確化する前の段階に

あって、居住の場の選択について丁寧な意思決定支援を行う必要がある者  
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下記に掲げる者は、上記の状況に該当する場合が多いと考えられるため、モニタリング期間の設定に当たっては、特に

留意して検討すること。  

・単身者（単身生活を開始した者、開始しようとする者）  

・複合的な課題を抱えた世帯に属する者  

・医療観察法対象者  

・犯罪をした者等（矯正施設退所者、起訴猶予又は執行猶予となった者等）  

・医療的ケア児  

・強度行動障害児者  

・被虐待者又は、その恐れのある者（養護者の障害理解の不足、介護疲れが見られる、養護者自身が支援を要する者、キ

ーパーソンの不在や体調不良、死亡等の変化等）  

 

モニタリング期間は、指定特定相談支援事業者からのモニタリング結果の報告及び当該結果の検証等を行う等により必

要に応じて見直しを行うこと。  
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障害児通所支援編 
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Ⅰ 支給申請前及び障害児支援利用計画案作成にあたっての留意事項について  
１ 障害児通所支援の給付対象となる障害児（児童福祉法第４条第２項） 

児童福祉法（以下「法」という。）における障害児とは、身体に障害のある児童、知的障害のある児童、精神に障害

のある児童（発達障害者支援法第２条第２項に 規定する発達障害児を含む。）又は治療方法が確立していない疾病その

他の特殊の疾病であって障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第４条第１項の政令で定めるも

のによる障害の程度が同項の厚生労働大臣が定める程度である児童をいう。したがって、障害児通所支援の給付申請に

係る児童が給付の対象となる児童であるか否かを事前に確認するものとする。なお、通所給付決定を行うに際し、医学

的診断名又は障害者手帳を有することは必須要件ではなく、療育を受けなければ福祉が損なうおそれのある児童を含む

ものとする。具体的な確認方法は、次に示す手順によるものとする。 
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障害児通所支援の給付対象者に関する確認フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
①障害児通所支援の給 
付希望の理由を確認す
る。 

 
①-ア：障害児通所支援の 
目的等を説明し、ご理解い 
ただく。 

左記書類の所持を確認 

 
②障害者手帳（身体・知的・精神）、診断書（◯◯の疑い 
でも可）、特別児童扶養手当等を受給していることを証明 
する書類等の有無を確認する。 

障害児通所支援の給付希望理由が、支援の内容及び支給対象と後不一致。 

障害児通所支援の給付希望理由が、支援の内容及び支給対象に合致。 

 
②-ア：ＯＫ 
概況調査票等を作成する。今後も支援の参考とする 
ため、障害福祉課への紹介元も確認しておくこと。 

上書類の未所持  
※診断書については、療育及び早期支援開始の重要性に鑑み、その作成日は問わないこととしたい。 

 
③次に示すもののうち、該当するものがあれば給付対象者とする。 
ア）健康推進課、つくしんぼ、子ども家庭支援センター、児童相談所及び教育機関と関わりがある。 

   ⇒各機関との関わりが分かるもの （例：つくしんぼのグループへの所属歴や通園履歴） の提示を求める。 
イ）療育期間への通園歴や通院歴がある。 
  ⇒各機関への通園歴や通院歴が分かるもの （領収書でも可） の提示を求める。 

 
※上記については、原則としてそれが分かる書面 （各機関が作成したもの） の提示を求めるものとするが、やむを得ない場合には、その旨を記載した 
書面 （書式任意 ）の提出を保護者に求め、代替することができる。 
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２ 申請からサービス利用開始までの基本的な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 支給量について 

 障害児通所支援は、障害児の心身の状況に応じ、障害児の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術を

もって指導、訓練を行うものである。障害児通所給付費等の通所支給決定にあたっては、障害児本人の最善の利益を図

り、その健全な発達のために必要な支援を適切に提供する観点から、支給の要否及び支給量について適切に判断するも

のとする。 

 支給量は、通所決定を行おうとする者の勘案事項を踏まえて、適切な利用日数を定めることとなるが、原則として当

該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする。ただし、障害児の状況等に鑑み、市が必要と判断した場合には

（家族の就労及び家族の一時的な休息は含まない。）、原則の日数を超えて利用することができるものとするが、その場

６ 判定会議 

７ 支給決定・支給決定内容の通知 

８ 障害児支援利用計画の作成・サービス利用開始 

ケースワーカー等で構成される課内会議。計画案等を踏まえ、

支給決定の要否について協議する。 
５ 支給決定案の作成 

４ 障害児支援利用計画案の提出 

３ サービス利用意向調査 

２ 障害児支援利用計画案の提出依頼 

１ 申請 本人又は障害児の保護者が希望した場合にのみ、セルフプラン

の提出を認めるものとし、それ以外は、相談支援専門員が作成

した計画案とする。 
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合には支給決定前にその支援の必要性（支援の内容とそれに要する時間）について申請者、相談支援事業所等に十分確認

したうえで、決定するものとする。  

また、主として障害児の家族の就労支援又は障害児を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的とする場合には、 

地域生活支援事業の日中一時支援等を活用するものとする（詳細については、厚生労働省通知平成28年３月７日付障障発

0307第１号「障害児通所支援の質の向上及び障害児通所給付費等の通所給付決定に係る留意事項について」（巻末資料№

８）を参照。）。 

 なお、原則の日数を超える支給を希望する場合には、障害児支援利用計画案作成にあたり、その必要性を明記するもの

とする。 

 

 

Ⅱ 支給決定基準 

 １ 児童発達支援 

（１）支援の内容（児童福祉法第６条の２の２第２項） 
日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得並びに集団生活への適応のための支援その他の必要な支援又は

これに併せて治療を行う。 

 

 

（２）支給対象者 
療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の障害児 

 

 

【対象者の例】 

①市町村等が行う乳幼児健診等で療育の必要性があると認められた児童 

②保育所や幼稚園に在籍しているが、併せて、指定児童発達支援事業所において、専門的な支援を受ける必要がある

と認められた児童 

治療については、肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が必要であると認められた障  

害児  
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（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内  
 

（４）支給量  

児童発達支援原則基準は、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする。ただし、障害児支援利用計画や

個別支援計画などに示される支援方針において、児童発達支援原則基準を超えた支給決定の必要性が認められる場合には

（家族の就労及び家族の一時的な休息は含まない。）、児童発達支援追加基準として、当該月の日数から４日を差し引い

た日数の範囲以内で支給量の追加を認めるものとする。  

 

２ 放課後等デイサービス 

（１）支援の内容（児童福祉法第６条の２の２第４項） 
 生活能力の向上のために必要な支援、社会との交流の促進その他必要な支援を行う。 
 

（２）支給対象者 
学校教育法第一条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く。）又は専修学校等（専修学校及び各種学校をいう。）

に就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障害児 

 

 

 

 

 

（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内 
 

（４）支給量  

放課後等デイサービス原則基準は、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする。ただし、障害児支援利

用計画や個別支援計画などに示される支援方針において、放課後等デイサービス原則基準を超えた支給決定の必要性が認

められる場合には（家族の就労及び家族の一時的な休息は含まない。）、放課後等デイサービス追加基準として当該月の

日数から４日を差し引いた日数の範囲以内で支給量の追加を認めるものとする。  

 

参考：学校教育法第１条 

第一条 この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及

び高等専門学校とする。 
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（５）支給決定にあたっての留意事項  

支給決定にあたっては、報酬に関係する「放課後等デイサービスの基本報酬の区分における指標」の該当の有無 

を確認すること。（巻末資料№９を参照。） 

 

３ 居宅訪問型児童発達支援 

（１）支援の内容（児童福祉法第６条の２の２第５項）  

居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導及び知識技能の習得、生活能力の向上のために必要な支

援その他必要な支援を行う。 

 

（２）支給対象者 
重度の障害の状態その他これに準ずるものとして厚生労働省令で定める状態にあり、児童発達支援又は放課後等デイサ

ービスを受けるために外出することが著しく困難であると認められた障害児 

※なお、重度の障害の状態その他これに準ずるものとして厚生労働省が定める状態とは、次に掲げる状態とする（児童

福祉法施行規則第１条の２の３）。 

①人工呼吸器を装着している状態その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある場合 

②重い疾病のため感染症にかかるおそれがある状態にある場合 
 

（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内  

 

（４）支給量  

居宅訪問型児童発達支援原則基準は、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする。ただし、障害児支援

利用計画や個別支援計画などに示される支援方針において、居宅訪問型児童発達支援原則基準を超えた支給決定の必要性

が認められる場合には（家族の就労及び家族の一時的な休息は含まない。）、居宅訪問型児童発達支援基準として当該月

の日数から４日を差し引いた日数の範囲以内で支給量の追加を認めるものとする。  
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４ 保育所等訪問支援 

（１）支援の内容（児童福祉法第６条の２の２第６項）  
障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その他必要な支援を行う。 

 

（２）支給対象者 
保育所その他の児童が集団生活を営む施設として厚生労働省令で定めるものに通う障害児であって、当該施設を訪

問し、専門的な支援が必要と認められた障害児 

※なお、厚生労働省令で定めるものとは、保育所、幼稚園、小学校（義務教育学校の前期課程を含む）、特別支援学校、 

 認定こども園、乳児院、児童養護施設その他児童が集団生活を営む施設として、市が認めた施設。 

（児童福祉法施行規則第１条の２の５） 

 

（３）支給期間 支給決定の有効期間の開始日から１ヶ月以上１年以内  

 

（４）支給量  

保育所等訪問支援原則基準は、当該月の日数から８日を差し引いた日数の範囲以内とする。ただし、障害児支援利用計

画や個別支援計画などに示される支援方針において、保育所等訪問支援原則基準を超えた支給決定の必要性が認められる

場合には、保育所等訪問支援追加基準として当該月の日数から４日を差し引いた日数の範囲以内で支給量の追加を認める

ものとする。  

 

※基本の支給量は２週間に１回程度の訪問支援を想定し、月概ね２回を想定しているが、以下のような場合など、ニー

ズに応じて月に２回以上の支援を行うことが考えられる。なお、このような対応が必要な場合は、適切な支給量が得

られるよう障害児相談支援事業所との連携を密にし、障害児支援利用計画案の作成を行うことが基本と考えられる。  

・初回の利用で、障害児と訪問先との関係構築に時間を要する場合  

・環境の変化などにより、集団生活において障害児の状態が安定するまで継続して支援が必要と認められた場合  

・障害児の状態が不安定で、集団生活において不適応が生じているなど、緊急性が高く濃密に支援が必要な場合  
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５ 障害児相談支援  

（１）支援の内容（児童福祉法第６条の２の２第８項、第９項）  

 障害児通所支援を利用する者に対し、障害児支援利用援助（障害児支援利用計画案の作成）及び継続障害児支援利用援

助（モニタリング）を行う。  

（２）支給対象者 
 障害児通所支援を利用する者。ただし、いわゆるセルフプランを作成し提出する者は除く。 

 

※継続サービス利用支援（モニタリング）について 
  継続サービス利用支援（モニタリング）の期間については、計画作成を担当する相談支援専門員からの提案を踏まえ、

関係省令や通知等を踏まえたうえでまとめた次に示す標準的な考え方も勘案し、適切に決定するものとする。 
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国分寺市におけるモニタリング期間に関する標準的な考え方 

 

 

 

 

 期間 対象者（サービス併用時は短い方とする） 

１ 毎月 

①障害児入所施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要である者 

②同居している家族等の障害、疾病等のため、指定障害児通所支援事業者等との連絡調整を行うこと 

が困難である者 

③通所給付決定又は通所給付決定の変更により、生活状況（サービスの種類、内容又は量）に著しく

変動があった者（ただし、利用開始時から原則として３ヶ月間に限る） 

２ ３ヶ月に１回 

①障害児入所施設からの退所等に伴い、一定期間集中的に支援を行った者で、引き続き一定の支援が

必要である者 

②利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者 

③学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある者 

④就学前の児童の状態や支援方法に関して、不安の軽減・解消を図る必要のある保護者 

３ ６ヶ月に１回 
①児童発達支援、②医療型児童発達支援、③放課後等デイサービス、④居宅訪問型児童発達支援、 

⑤保育所等訪問支援 
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資料１ 令和７年４月１日からの障害者総合支援法の対象疾病一覧（376 疾病） 
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巻末資料№２-１：障害児支援区分に関する５領域 20 項目の児童用調査票 
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巻末資料№２-２：医療的ケアの判定スコアの調査 
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巻末資料№３：行動援護及び重度障害者等包括支援の判定基準票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行動関連項目 １点 ２点

コミュニケーション

２．特定な者であればコミュニケー
ションができる

３．会話以外の方法でコミュニケー
ションができる

４．独自の方法でコミュニケーションができる
５．コミュニケーションできない

説明の理解 ２．理解できない ３．理解できているか判断できない
大声・奇声を出す １．支援が不要 ２．希に支援が必要 ３．月に１回以上の支援が必要 ４．週に１回以上の支援が必要 ５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

異食行動 １．支援が不要 ２．希に支援が必要 ３．月に１回以上の支援が必要 ４．週に１回以上の支援が必要 ５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要
多動・行動の停止 １．支援が不要 ２．希に支援が必要 ３．月に１回以上の支援が必要 ４．週に１回以上の支援が必要 ５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要
不安定な行動 １．支援が不要 ２．希に支援が必要 ３．月に１回以上の支援が必要 ４．週に１回以上の支援が必要 ５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

自らを傷つける行為 １．支援が不要 ２．希に支援が必要 ３．月に１回以上の支援が必要 ４．週に１回以上の支援が必要 ５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

他人を傷つける行為 １．支援が不要 ２．希に支援が必要 ３．月に１回以上の支援が必要 ４．週に１回以上の支援が必要 ５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

不適切な行為 １．支援が不要 ２．希に支援が必要 ３．月に１回以上の支援が必要 ４．週に１回以上の支援が必要 ５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要
突発的な行為 １．支援が不要 ２．希に支援が必要 ３．月に１回以上の支援が必要 ４．週に１回以上の支援が必要 ５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要
過食・反すう等 １．支援が不要 ２．希に支援が必要 ３．月に１回以上の支援が必要 ４．週に１回以上の支援が必要 ５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要
てんかん ２．月に１回以上 ３．週に１回以上

１．日常生活に支障がない

０点

１．理解できる

１．年に１回以上
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巻末資料№４ 同行援護のアセスメント調査票（視力確認表については、担当に確認すること。） 
調査項目 ０点 １点 ２点 特記事項 備考

視力障害 視力
１．普通(日常生活に支障がな

い。)

２．約１m離れた視力確認表の図

は見ることができるが，目の前に

置いた場合は見ることができな

い。

３．目の前に置いた視力確認表の

図は見ることができるが，遠ざか

ると見ることができない。

４．ほとんど見えない。

５．見えているのか判断不能であ

る。

矯正視力による測定

とする。

視野障害 視野

１．視野障害がない。

２．視野障害の１点又は２点の事

項に該当しない。

３．周辺視野角度(Ⅰ/四視標によ

る。以下同じ。)の総和が左右眼そ

れぞれ８０度以下であり，かつ，

両眼中心視野角度(Ⅰ/二視標によ

る。以下同じ。)が５６度以下であ

る。

４．両眼解放視認点数が７０点以

下であり，かつ，両眼中心視野視

認点数が４０点以下である。

５．周辺視野角度の総和が左右眼

それぞれ８０度以下であり，か

つ，両眼中心視野角度が２８度以

下である。

６．両眼開放視認点数が７０点以

下であり，かつ，両眼中心視野視

認点数が２０点以下である。

視力障害の１点又は２点の

事項に該当せず，視野に障

害がある場合に評価する。

夜盲
網膜色素変性症

等による夜盲等

１．網膜色素変性症等による夜盲

等がない。

２．夜盲の１点の事項に該当しな

い。

３．暗い場所や夜間等の移動の

際，慣れた場所以外では歩行でき

ない程度の視野，視力等の能力の

低下がある。

視力障害又は視野障害の１

点又は２点の事項に該当せ

ず，夜盲等の症状により移

動に著しく困難を来したも

のである場合に評価する。

必要に応じて医師意見書を

添付する。

人的支援なしに，視

覚情報により単独歩

行が可能な場合に

「歩行できる」と判

断する。

移動障害

盲人安全つえ

(又は盲導犬)の

使用による単独

歩行

１．慣れていない場所であっても

歩行ができる。

２．慣れた場所での歩行のみでき

る。

３．慣れた場所であっても歩行が

できない。

夜盲による移動障害の場合

は，夜間や照明が不十分な

場所等を想定したものとす

る。

人的支援なしに，視

覚情報により単独歩

行が可能な場合に

「歩行できる」と判

断する。

注１．「夜盲等」の「等」については，網膜色素変性症，錐体ジストロフィー，白子症等による「過度の羞明」等をいう。

注２．「歩行」については，車いす等による移動手段を含む。  
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巻末資料５－１：同居家族のいる家事援助シート 
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巻末資料５－２：居宅介護（家事援助）の適切な実施について
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巻末資料№６ 厚生労働省通知平成 26 年３月 31 日付障障発 0331 第８号「重度訪問介護の対象拡大に伴う支給決定事務等

に係る留意事項について」（抜粋） 
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巻末資料７：算定単位表 

①居宅介護 

 

 

 

 

 

 

通院等 

介助 
時間区分 

算定単位 

身体介護あり 身体介護なし 

１ 30分未満 256単位 106単位 

２ 
30分以上 

１時間未満 

404単位 197単位 

３ 
１時間以上 

１時間 30分未満 

587単位 275単位 

４ 
１時間 30分以上 

２時間未満 

669単位 １時間 30分以上

は、345単位に

30分を増すごと

に＋69単位 

 

５ 
２時間以上 

２時間 30分未満 

754単位 

６ 
２時間 30分以上 

３時間未満 

837単位 

７ 

３時間以上 921単位 

以下 30分を増

すごとに＋83

単位 家事 

援助 
時間区分 算定単位 

１ 30分未満 106単位 

２ 30分以上 45分未満 153単位 

３ 45分以上１時間未満 197単位 

４ 
１時間以上１時間 15分未

満 

239単位 

５ 
１時間 15分以上 

１時間 30分未満 

275単位 

６ 

１時間 30分以上 311単位 

以下 15分を増すごとに 

＋35単位 

身体 

介護 
時間区分 算定単位 

１ 30分未満 256単位 

２ 30分以上１時間未満 404単位 

３ 
１時間以上１時間 30分未

満 

587単位 

４ 
１時間 30分以上２時間未

満 

669単位 

５ 
２時間以上２時間 30分未

満 

754単位 

６ 
２時間 30分以上３時間未

満 

837単位 

７ 

３時間以上 921単位 

以下30分を増すごとに 

＋83単位 

早朝等加算 時間帯 加算割合 

早朝加算 ６時～８時 ×1.25 

夜間加算 18時～22時 ×1.25 

深夜加算 22時～６時 ×1.5 
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②重度訪問介護 

 

 時間区分 算定単位 

１ １時間未満 186単位 

２ １時間以上１時間 30分未満 277単位 

３ １時間 30分以上２時間未満 369単位 

４ ２時間以上２時間 30分未満 461単位 

５ ２時間 30分以上３時間未満 553単位 

６ ３時間以上３時間 30分未満 644単位 

７ ３時間 30分以上４時間未満 736単位 

８ ４時間以上８時間未満 821単位 

以下 30分を増すごとに＋

85単位 

９ ８時間以上 12時間未満 1,505単位 

以下 30分を増すごとに＋

85単位 

10 12時間以上 16時間未満 2,184単位 

以下 30分を増すごとに＋

81単位 

11 16時間以上 20時間未満 2,834単位 

以下 30分を増すごとに＋

86単位 

12 20時間以上 24時間未満 3,520単位 

以下 30分を増すごとに＋

80単位 

 

 

 

 

 

移動介護加算 時間区分 算定単位 

１ １時間未満 100単位 

２ １時間以上１時間 30分未満 125単位 

３ １時間 30分以上２時間未満 150単位 

４ ２時間以上２時間 30分未満 175単位 

５ ２時間 30分以上３時間未満 200単位 

６ ３時間以上 250単位 

 

早朝等加算 時間帯 加算割合 

早朝加算 ６時～８時 ×1.25 

夜間加算 18時～22時 ×1.25 

深夜加算 22時～６時 ×1.5 

 

区分等による加算 加算割合 

障害支援区分６に該当する場合 ×1.085 

重度障害者等の場合 ×1.15 
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③行動援護 

 

 時間区分 算定単位 

１ 30分未満 288単位 

２ 30分以上１時間未満 437単位 

３ １時間以上１時間 30分未満 619単位 

４ １時間 30分以上２時間未満 762単位 

５ ２時間以上２時間 30分未満 905単位 

６ ２時間 30分以上３時間未満 1,047単位 

７ ３時間以上３時間 30分未満 1,191単位 

８ ３時間 30分以上４時間未満 1,334単位 

９ ４時間以上４時間 30分未満 1,479単位 

10 ４時間 30分以上５時間未満 1,623単位 

11 ５時間以上５時間 30分未満 1,764単位 

12 ５時間 30分以上６時間未満 1,904単位 

13 ６時間以上６時間 30分未満 2,046単位 

14 ６時間 30分以上７時間未満 2,192単位 

15 ７時間以上７時間 30分未満 2,340単位 

16 ７時間 30分以上 2,485単位 
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巻末資料８：障害児通所支援の質の向上及び障害児通所給付費等の通所給付決定に係る留意事項について 
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策定・改正等履歴 

策定・改正時期  主な改正内容等 

平成 25年４月 策定 

（旧基準全部改正） 

 

平成 26年５月 一部改正 ①障害程度区分から障害支援区分への変更に伴う対応。 

②重度訪問介護・地域移行支援の対象者拡大に伴う対応。 

③共同生活介護（ケアホーム）の共同生活援助（グループホーム）への一元化の対応。 

（共同生活介護の削除） 

④平成 25年度の運用実績を踏まえた支給決定基準のさらなる明確化（居宅介護、就

労継続支援 B型等） 

⑤その他障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、同法関係法

令及び同法関係通知等の改正等に伴う対応。 

⑥文言整理。 

平成 27年１月 一部改正 難病対象疾病拡大（151疾病）に伴う対応。 

平成 27年７月 一部改正 ①報酬改定に伴う対応。 

②難病対象疾病拡大（332疾病）に伴う対応。 

平成 28年 11月 一部改正 ①厚生労働省通知「居宅介護（家事援助の適切な実施について」に伴う対応。 

②「障害児通所支援の質の向上及び障害児通所給付費等の通所給付決定に係る留意事

項について」に伴う対応。 

③継続サービス利用支援（モニタリング期間）の見直し。 

④文言整理。 

平成 30年９月 一部改正 ①報酬改定、新サービス（就労定着支援・自立生活援助・居宅訪問型児童発達支援）

創設に伴う対応。 

②継続サービス利用支援（モニタリング期間）の見直し。 

③難病対象疾病拡大（359疾病）に伴う対応。 

④その他障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、同法関係法

令及び同法関係通知等の改正等に伴う対応。 

⑤文言整理。 

令和元年 11月 

 

一部改正 

 

①報酬改定に伴う対応。 

②難病対象疾病拡大（361疾病）に伴う対応。 

令和２年４月 一部改正 ①同行援護アセスメント調査票の一部改正に伴う対応。 
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策定・改正時期  主な改正内容等 

令和３年５月 一部改正 

 

①報酬改定に伴う対応 

②その他障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、同法関係法

令及び同法関係通知等の改正等に伴う対応。 

令和３年 10月 一部改正 ①同行援護の支給量の見直し。 

令和３年 11月 一部改正 ①難病対象疾病拡大（366疾病）に伴う対応。 

令和４年４月 一部改正 ①医療的ケア児の支給決定方法の改定に伴う対応。 

令和６年６月 一部改正 ①報酬改定に伴う対応。 

②難病対象疾病拡大（369疾病）に伴う対応。 

③その他障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、同法関係法

令及び同法関係通知等の改正等に伴う対応。 

令和７年４月 一部改正 ①難病対象疾病拡大（376疾病）に伴う対応。 

②「介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）」改正に伴う対応。 

令和７年８月 一部改正 ①新サービス（就労選択支援）創設に伴う対応 
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国分寺市 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

に基づく障害福祉サービス等 支給決定基準 

（令和７年８月版） 

 

国分寺市 福祉部 障害福祉課 

令和７年８月 

 


